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報
委
員

告会

予
算
決
算
審
査

特
別
委
員
会

令
和
５
年
12
月
13
日
に
委
員
会
を
開

催
し
、
付
託
さ
れ
た
一
般
会
計
及
び
国

民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
補
正
予
算
２

議
案
に
つ
い
て
、
関
係
部
課
長
か
ら
細

部
に
わ
た
り
内
容
の
説
明
を
求
め
、
慎

重
に
審
査
し
た
結
果
、
本
委
員
会
と
し

て
は
、
全
議
案
を
原
案
の
と
お
り
可
決

す
べ
き
も
の
と
し
て
決
定
し
ま
し
た
。

な
お
、
議
案
75
号
の
「
令
和
５
年
度

御
前
崎
市
一
般
会
計
予
算
の
補
正
（
第

４
号
）」
に
お
い
て
、
学
校
教
育
課
に

対
し
、「
中
学
校
の
教
科
書
改
訂
に
伴

う
関
連
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
令
和
６

年
度
当
初
予
算
に
計
上
す
る
よ
う
求
め

る
」
と
意
見
を
付
し
ま
し
た
。

総
合
開
発
計
画
策
定

特
別
委
員
会

令
和
５
年
12
月
15
日
及
び
20
日
に
特

別
委
員
会
を
開
催
し
、
令
和
６
年
度
～

令
和
７
年
度
の
財
政
見
込
、
第
２
次
総

合
計
画
の
令
和
６
年
度
～
令
和
８
年
度

の
実
施
計
画
案
の
説
明
を
受
け
ま
し

た
。
内
容
は
次
の
通
り
で
す
。

・ 

財
政
見
込
に
つ
い
て

歳
入
の
市
税
に
つ
い
て
は
、
人
口
減

少
に
伴
う
納
税
義
務
者
の
減
少
に
よ

り
、
市
民
税
は
緩
や
か
な
減
少
、
固
定

資
産
税
は
大
規
模
施
設
の
建
築
と
稼
働

が
見
込
ま
れ
る
令
和
７
年
度
を
ピ
ー
ク

に
減
少
す
る
見
込
み
と
し
ま
し
た
。
歳

原
子
力
対
策

特
別
委
員
会

令
和
５
年
12
月
15
日
に
委
員
会
を
開

催
し
、原
子
力
発
電
環
境
整
備
機
構（
通

称
「
Ｎ
Ｕ
Ｍ
Ｏ
」）
の
植
田
昌
俊
理
事

よ
り
「
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
地

層
処
分
に
つ
い
て
」
の
説
明
及
び
中
部

電
力
㈱
よ
り
「
浜
岡
原
子
力
発
電
所
の

近
況
」
の
報
告
を
受
け
ま
し
た
。

・ 

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
地
層
処

分
に
つ
い
て

『
Ｎ
Ｕ
Ｍ
Ｏ
』
と
は
、
特
定
放
射
性

廃
棄
物
の
最
終
処
分
に
関
す
る
法
律
に

基
づ
き
、
平
成
12
年
に
経
済
産
業
大
臣

の
認
可
を
受
け
て
設
立
し
た
法
人
で
、

原
子
力
発
電
所
の
運
転
に
伴
っ
て
生
じ

た
使
用
済
燃
料
を
再
処
理
し
た
後
に
発

生
す
る
特
定
放
射
性
廃
棄
物
（
以
下

「
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
」と
い
う
。）

を
最
終
的
に
処
分
す
る
業
務
を
行
っ
て

い
ま
す
。

『
地
層
処
分
』
は
、「
高
レ
ベ
ル
放
射

性
廃
棄
物
」
を
地
下
深
く
の
安
定
し
た

岩
盤
に
閉
じ
込
め
、
人
間
の
生
活
環
境

や
地
上
の
自
然
環
境
か
ら
隔
離
し
て
処

分
す
る
方
法
で
す
。
高
レ
ベ
ル
放
射
性

廃
棄
物
の
処
分
方
法
と
し
て
は
、
深
い

地
層
が
持
つ
物
質
を
閉
じ
込
め
る
と
い

う
性
質
を
利
用
し
た「
地
層
処
分
」が
、

人
間
に
よ
る
管
理
を
必
要
と
し
な
い
良

い
方
法
で
あ
る
と
い
う
国
際
的
に
共
通

し
た
考
え
方
で
あ
る
と
説
明
を
受
け
ま

し
た
。

・ 

浜
岡
原
子
力
発
電
所
の
近
況
に
つ
い
て

浜
岡
原
子
力
発
電
所
の
状
況
説
明
の

後
、
浜
岡
原
子
力
発
電
所
４
号
機
の
適

合
性
確
認
審
査
の
状
況
と
し
て
、
12
月

１
日
開
催
の
審
査
会
合
で
は
「
地
震
に

よ
る
津
波
」
の
内
、
こ
れ
ま
で
に
概
ね

理
解
を
い
た
だ
い
て
い
た
「
プ
レ
ー
ト

間
地
震
の
津
波
評
価
」
に
続
き
、「
海

域
の
活
断
層
に
よ
る
地
殻
内
地
震
の
津

波
評
価
」
に
つ
い
て
、
概
ね
理
解
が
得

ら
れ
、
引
き
続
き
「
海
域
プ
レ
ー
ト
内

地
震
の
津
波
評
価
」
に
つ
い
て
、
審
査

を
受
け
る
と
の
報
告
を
受
け
ま
し
た
。

出
に
つ
い
て
は
、
地
方
債
残
高
が
増
加

す
る
こ
と
に
伴
い
、
返
済
金
で
あ
る
公

債
費
も
増
加
、
令
和
10
年
度
の
公
債
費

は
、
10
億
円
を
超
え
る
見
込
み
と
な
っ

て
い
ま
す
。
物
件
費
は
、
施
設
の
統
廃

合
な
ど
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推

進
に
よ
る
維
持
管
理
経
費
の
削
減
な
ど

を
進
め
る
も
の
の
、
賃
金
上
昇
率
の
推

移
や
物
価
高
騰
の
影
響
等
を
考
慮
し
て

増
額
と
見
込
み
ま
し
た
。
投
資
的
経
費

は
、
建
設
業
を
は
じ
め
市
内
経
済
の
活

性
化
に
投
資
す
る
よ
う
昨
年
の
財
政
計

画
と
同
額
の
20
億
円
を
見
込
ん
で
お
り

ま
す
。

・ 

実
施
計
画
案
に
つ
い
て

こ
の
実
施
計
画
は
、
第
２
次
総
合
計

画
に
掲
げ
た
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の

具
体
的
な
事
業
と
、
そ
れ
に
係
る
３
カ

年
分
の
事
業
費
を
年
度
ご
と
に
取
り
ま

と
め
た
も
の
で
す
。
な
お
、本
計
画
は
、

社
会
情
勢
の
変
化
や
市
の
財
政
状
況
を

考
慮
し
て
、
毎
年
予
算
編
成
と
並
行
す

る
形
で
見
直
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

・	

火
葬
場
に
関
わ
る
協
議
の
状
況
に
つ

い
て

現
在
、
御
前
崎
市
、
牧
之
原
市
及
び

吉
田
町
の
２
市
１
町
を
対
象
エ
リ
ア
と

す
る
新
火
葬
場
整
備
の
協
議
が
進
め
ら

れ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
経
緯
等
に
つ

い
て
確
認
し
ま
し
た
。


